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秘書課
秘書一般関
係事業

　市長及び副市長のために円滑な公
務の執行が図られるようサポートし
ます。
　関係各種団体及び個人のために交
際費の支出、後援名義の使用許可、
市長会関係事務などを通じた円滑な
市政の推進を図ります。

市長及び副市
長の日程調整
に係るダブル
ブッキング及
び連絡漏れの
件数

　市長及び副市長と関係各種
団体等との連絡調整（行事等
参加に係る日程調整や内外部
との協議等）を迅速に行うこ
とが、円滑な市政運営につな
がるため、ダブルブッキング
及び連絡漏れが発生しないよ
う当該件数を指標とします。

0件 0件

　受けた案件はすぐに担当部
局と調整を図ること、二役の
日程が相互に重複等しない
か、優先順位の見極め等の確
認を複数の目で行うことでス
ケジュール管理を確実に行い
ました。

4

　担当職員間での連携を意識
し、情報共有を進めることで
迅速に事務処理を行うことが
できた。交際費の支出、後援
名義の使用許可などの事務事
業も適正に執行し、円滑な市
政運営に寄与することができ
ました。

現状維持

　当該事務事業は、市長及び
副市長の円滑な公務執行のた
めに必要不可欠な事業であ
り、内部管理が主となる事業
であるが、今後も適正かつ効
率的な事務処理を心がけ、市
長及び副市長の意思決定がス
ムーズに行えるよう秘書業務
を進めていきます。

政策課
企画事務関
係事業

　所管業務の円滑な推進を図るた
め、庶務関係経費の効率的な執行を
行うとともに、事業推進交際費の総
括として、各担当課への予算調整を
行い、取扱い基準に基づく適正な執
行を行います。

需用費等事務
用経費の執行
抑制

　効率的な事業推進を図りつ
つ事務経費の削減を図り、需
用費等の事務用経費の支出を
抑制します。

　用紙の裏面再利用や
コピーの削減などによ
り、経費の抑制を図り
ます。
　また、関係所管と調
整し、適正かつ効果的
な交際費の執行を図り
ます。

　消耗品費の大部分を占める
カラープリンタ用消耗品を一
括購入するなど、経費の縮減
を図ることができました。
交際費について、予算配分だ
けでなく、効果的な執行とな
るよう調整を行いました。

4

　庶務関係経費の適正な執行
管理に努めるとともに、事業
推進交際費については、取扱
基準に基づく適正な執行を行
うことができました。

現状維持

　今後も、カラープリンタ用
消耗品の一括購入や、資料の
作成部数の精査などにより経
費の抑制に努めながら、適正
な事業推進を図ります。

政策課
企画事務事
業

　本市のまちづくりの進捗状況と課
題を明らかにするため、総合計画後
期基本計画の進捗管理を行うととも
に、市民へのユニバーサルデザイン
の浸透に取り組み、参加と協働のま
ちづくりを推進します。また、平成
３０年度からの本市のまちづくりの
方向性を示すため、次期総合計画を
策定します。
　平成27年度は、地方創生の取組を
進めるにあたっての津市版の人口ビ
ジョン及び総合戦略を策定します。

総合計画の適
正な進捗管理

　総合計画に位置付けられて
いる各事業の実施状況を適正
に把握することでより着実な
まちづくりの推進を図りま
す。

　ユニバーサルデザイ
ンのまちづくりなどの
事業を着実に推進する
とともに、総合計画の
適正な進捗管理と次期
総合計画の策定に向け
た取組を進めます。

　津市総合計画後期基本計画
の進行管理を行うとともに、
参加と協働のまちづくりに向
け、市民等へのユニバーサル
デザインの周知・啓発を行い
ました。
　また新市まちづくり計画の
期間延長も行いました。

4

　津市総合計画後期基本計画
の推進のため、計画に位置付
けた重要施策について政策協
議を実施するとともに、その
他の施策についても進捗状況
の聴取を行うなど、着実な進
行管理を実施しました。
　また、ユニバーサルデザイ
ンのまちづくりや新市まちづ
くり計画の変更についても、
順調に進めることができまし
た。

拡充・充実

　今後も後期基本計画を着実
に推進するため、政策会議や
政策協議の活用、進捗状況の
聴取により、より効果的な進
行管理を行う必要がありま
す。併せて進行管理の結果に
ついては、市民にわかりやす
く公表していくことも必要で
す。
　また、市民等におけるユニ
バーサルデザインのまちづく
りに向けたより一層の意識の
向上を図るとともに、平成
27年度は津市版の人口ビ
ジョン及び総合戦略を策定
し、地方創生の取組も進めま
す。

政策課
公平委員会
関係事業

　職員の勤務条件に関する措置の要
求及び職員に対する不利益処分を審
査し、並びにこれについて必要な措
置を講ずるために、地方自治法第
202条の2第2項及び地方公務員法に
定める公平委員会の円滑な運営を行
います。

審査及び措置
要求への迅速
かつ適正な対
応

　日頃から全国公平委員会連
合会等が主催する研修会等を
通じて情報収集、調査研究、
知識の向上を図り、審査及び
措置要求があった際に、迅速
で適正な対応を行います。

　全国公平委員会連合
会等が主催する研修会
等へ出席し、情報収
集、調査研究、知識の
向上に努め、審査要求
等があった場合には迅
速で適正な対応を行い
ます。

　全委員が１回以上研修会に
出席し、情報収集、調査研
究、知識の向上を図ることが
できました。

4

　全委員が1回以上全国公平
委員会連合会等の研修会に出
席することにより、情報収
集、調査研究、知識の向上を
図ることができました。

現状維持

　今後においても、研修会等
への出席により情報収集、調
査研究、知識の向上を図ると
ともに、事案の申請にあって
は、適切な審査対応を図りま
す。

東京事務
所

東京事務所
管理運営事
業

　本市・三重県出身者の勤務する首
都圏の企業、省庁等や、本市に本
社・支社・工場等を置く企業等に対
して、市の工業用地に関する情報の
提供を行うとともに、首都圏に本社
機能を置く企業の動向等（主に工場
等の新設に関すること）や中央省庁
における政策的な情報の収集を行
い、本市の首都圏における情報送受
信のアンテナのしての役割を担いま
す。

　首都圏の住民、企業全般に対し、
本市の観光・物産情報の紹介や、企
業訪問等により津市のＰＲを行い、
知名度の向上と誘客、企業の立地の
促進を図ります。

情報収集活動
数

　シティプロモーション全般
のクオリティ内容を担当部局
で評価・整理を行うことに伴
い、従前の首都圏におけるイ
ベント実施に係る指標を見直
し、省庁や本社機能を有する
首都圏立地企業等からの情報
収集・提供活動を活動指標と
して設定します。

500件 534件

　継続的な情報収集活
動に伴う有益かつ時
宜・迅速な情報を関係
部局へ提供すること
で、市政策に効果的に
反映し、持続的な市潜
在力の向上につなげま
す。

　月１回の「つデイ」及びそ
の他の情報発信イベントを行
うとともに、効率的に企業訪
問等を行うことによって、継
続的な情報収集・提供活動を
行い、市政策への反映を図る
ことができました。

4

　「つデイ」をはじめ、首都
圏における公共施設等を活用
したシティープロモーション
により市ＰＲと観光・物産の
周知に一定度努めることがで
きました。また、省庁や本社
機能を有する首都圏立地企業
等からの情報収集・提供活動
は堅持・継続して行うことが
できました。

現状維持

　「つデイ」をはじめ、首都
圏での公共施設等や各種イベ
ントを活用して、市PRや観
光・物産振興に資するシティ
プロモーションを継続してい
きます。また、省庁や本社機
能を有する首都圏立地企業等
からの情報収集・提供活動は
堅持・継続しつつ、その対象
範囲を拡充していくことで市
施策に有用かつ企業誘致・設
備投資等につながるよう多角
的な情報収集を行っていきま
す。

課等名

事業の評価 所管課長等による評価成果指標（平成26年度）

中事業名 事業の目的
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地域政策
課

地域審議会
事業

　地域審議会は、地方自治法に規定
された附属機関であり、新市の基本
構想の策定に関する事項等について
市長の諮問に応じて審議し、答申す
ること、また、地域振興を図ること
を目的として、審議会の設置に関す
る協議により設置したもので、期間
は平成18年1月1日から平成28年3
月31日とし、合併前の旧市町村の区
域を単位に10の審議会を設置してい
ます。
　本市のめざすべき将来像の実現の
ため、市長の諮問に応じて審議し、
必要と認める事項について市長に意
見を述べていただきます。

審議会の開催
回数

　市民の意見及び提言を地域
振興施策に反映させていくた
め、意見を聞く場を設ける回
数を成果指標とします。

5回 平均4.7回

津地区5回
久居地区5回
河芸地区5回
芸濃地区5回
美里地区5回
安濃地区4回
香良洲地区4回
一志地区5回
白山地区5回
美杉地区4回
　開催回数が地域によって差
がでましたが、各地域とも委
員から様々な意見をいただく
ことができました。また新市
まちづくり計画の変更に関す
る答申もいただきました。

3

　開催回数の少なかった地域
もありましたが、各地域から
地域の課題に対する意見や提
案等をいただき、地域かがや
きプログラム事業を含め、地
域の特性を活かした地域づく
りを図ることができました。
　また、新市まちづくり計画
の変更に伴う市長の諮問に応
じ、審議、答申いただくとと
もに、河芸地区を除く9地区
の審議会より意見・提言書を
提出いただきました。いただ
いた意見・提言書の内容につ
いては、施策等に反映できる
よう関係各課に情報共有を行
い、今後の方針の確認等を行
いました。

現状維持

　地域審議会は、今年度も、
各地域の意見を市政の運営に
反映させるため、重要な役割
を果たしていきます。
　今年度は、特に策定予定の
津市版の人口ビジョン、総合
戦略についての意見、提案を
いただくことを予定していま
す。

広報課
広報事務事
業

　市政や各種事業・イベント情報な
どを市民にお知らせするため、広報
紙、ホームページ、Facebook、
ケーブルテレビ、ラジオ等の各種広
報媒体を通じ、発信します。また、
本市の魅力を積極的かつ効果的に情
報発信するため、全国をはじめ世界
も視野に入れたシティプロモーショ
ン事業を展開します。

分かりやすく
親しみのある
広報活動、全
国等に向けた
シティプロ
モーション活
動

　市政や各種事業・イベント
情報などを市民にお知らせす
るため、広報紙、ホームペー
ジ、Facebook、ケーブルテ
レビ、ラジオ等の各種広報媒
体を通じ、発信するととも
に、本市の魅力を積極的かつ
効果的に情報発信するため、
全国をはじめ世界も視野に入
れたシティプロモーション活
動を展開します。

　各種広報媒体を通じ
た情報発信を行うとと
もに、積極的かつ効果
的なシティプロモー
ション活動を展開しま
す。

　各種広報媒体を通じた情報
発信を行うとともに、積極的
かつ効果的なシティプロモー
ション活動が展開できまし
た。

4

　広報紙、ホームページ、
Facebook、ケーブルテレビ
などさまざまな広報媒体を通
じた情報発信並びに報道機関
への資料提供を行うととも
に、積極的かつ効果的なシ
ティプロモーション活動を展
開することにより、目標に掲
げる広報業務をほぼ行うこと
ができました。引き続き、そ
れぞれの広報媒体の特性を生
かした情報発信を行うととも
に、さらなるシティプロモー
ション活動を推進します。

拡充・充実

　広報業務においては、常に
正確な情報が求められている
とともに市民目線に立った情
報を発信する必要がありま
す。引き続き、広報紙、ホー
ムページ、Facebook、ケー
ブルテレビなど、それぞれの
広報媒体の利点や特性を生か
しつつ、市民のニーズに沿っ
た広報業務を実施するととも
に、平成27年度には、ホー
ムページのリニューアルを予
定しており、情報発信力の一
層の向上を図ります。また、
既存の広報業務とともにシ
ティプロモーション活動を展
開し、本市の魅力を世界に視
野を広げて情報を発信しま
す。

財政課
財政事務事
業

　財政健全化法に基づく健全化判断
比率の算定や新たな公会計制度へ対
応を進めるなど、財政状況の公表に
努めるとともに、健全な財政運営の
ための予算編成、財政考査等を行い
ます。

経常収支比率

　経常収支比率とは、毎年恒
常的に支出される経費を継続
的・安定的に確保可能な収入
で除したもので、この比率が
低いほどゆとりのある財政状
況を表すものです。平成23
年度における当該比率の全国
平均は92.6％で全国的に上
昇傾向となっており、本市も
含め、非常に厳しい財政状況
が続いていますが、健全財政
の維持とまちづくりへの投資
を両立する観点から成果指標
としました。

92.5% 91.4%

　平成27年7月に県に報告す
る決算統計により算出するた
め、現時点で経常収支比率は
未確定でありますが、前年度
値は90.7％であり、目標数
値達成に努めます。

4

　当初予算の編成内容、決算
や財政状況などについて、市
広報、ケーブルテレビ、ホー
ムページを通じ、市民の方々
に周知を行いました。今後
も、創意工夫を行い、より分
かりやすい公表に努めます。

拡充・充実

　予算編成方法について、検
証を行うとともに、他の自治
体の編成方法の調査も合わせ
て、改善に努めます。また、
財政状況等の公表について
は、広報の方法やお知らせす
る内容について、さらに充実
を図ります。
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市民税課
税務総務事
業

　津税務署や県税事務所等の税務関
係機関との連携のもと、各種研修会
への職員派遣、外部講師を招き税三
課一室での研修事業を実施するな
ど、税務職員の資質の向上により、
適切な賦課徴収に努めます。
　また、三重地方税管理回収機構と
の連携により、滞納整理業務を中心
とした税業務を推進します。

高い税務専門
能力と優れた
行動力を備え
た職員の育成

　市民目線にたって業務を推
進するため、高い税務専門能
力を備えた職員の育成が必要
なことから、研修参加者数を
指標とします。

580人 570人

　内外、専門を問わず研修を
受講することができ、職員の
能力向上が図られ、接遇や課
税実績につなげることができ
ました。

4

　内外の研修会への積極的な
参加により職員の賦課徴収能
力の向上が図られるととも
に、税務関係機関との密接な
連携のもと、適正かつ効率的
な業務が推進できました。

現状維持

　自主研修や時間外の研修は
職員自身のやる気、研修によ
る欠員に対するフォローは周
囲の理解が必要となる。今後
も賦課徴収能力の向上を目指
し、あらゆる研修を受講でき
る環境整備に努めます。
　また、研修で学んだことを
自己完結だけに終わらせず、
周囲にも伝えることができる
よう普段から情報共有を形成
していきます。
　さらに、窓口業務の民間委
託の品質向上に向けて、取組
を強化し、効率的な業務運営
を図ることで、安定した税収
確保につなげます。

市民税課
賦課関係事
業

　公正・適正な賦課業務を迅速かつ
効率的に執行することにより、市税
政への信頼と税財源の安定的確保に
取り組みます。

特別徴収によ
る納税の推進

　税財源の安定確保を図るた
め、特別徴収による納税義務
者数を指標とします。

90,000人 93,032人

・三重県下全市町で特別徴収
の一斉指定実施
・普通徴収希望給報に対する
事前特徴通知を774事業所へ
発送（27年2・3月）
・広報、ＣＡＴＶ、チラシ発
送等実施
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　情報システムの積極的活用
が図られ、効率的な課税業務
のもとで、個人・法人市民
税、軽自動車税等について、
課税客体の把握に努め、的確
に市税財源を確保することが
できました。
　また、平成２６年度からの
個人住民税の特別徴収義務者
一斉指定に向け、積極的な啓
発活動を行い、三重県下第２
位となる特別徴収実施率８
９．９％を達成しました。

現状維持

　今後についても、課税客体
の把握に努め、市税財源の確
保に努め、国税連携による効
率的な課税業務を推進しま
す。
　また、収税課等との連携の
下、給与所得者の特別徴収を
更に推進します。

資産税課
賦課関係事
業

　市内に所在する土地、家屋及び償
却資産を所有するものに対して、
「固定資産評価基準」に基づき、課
税客体の的確な把握、調査、評価を
行い、固定資産税及び都市計画税の
課税を行っています。
　固定資産税等は本市の基幹税であ
り、安定した税収確保は、各種行政
サービスを行っていく上で不可欠で
あることから、納税者の理解を図り
ながら、継続して適正かつ公平な評
価及び課税が実現できる取り組みを
展開します。

審査申出及び
不服申立て件
数

　安定した財源の確保のため
には、適正かつ公平な賦課を
図るとともに、納税者からの
信頼の確保が必要です。
　信頼を把握するためのひと
つの指標として、地方税法の
規定による審査の申出及び行
政不服審査法の規定による異
議申立ての件数を、また適正
かつ公平な賦課であることを
示す指標として、申立ての結
果、認容となった件数の割合
を用います。

審査申出
０件

（認容件数
の割合
０％）

異議申立て
０件

（認容件数
の割合
０％）

審査申出
２件

（認容件数
の割合
０％）

異議申立て
１件

（認容件数
の割合
０％）

　信頼を把握する指標となる
審査の申出が２件、異議申立
てが１件ありました。
　申出の起因となった事由と
しては、土地・家屋の評価額
に対する不服でありました。
　審査の決定結果は却下（１
件）及び棄却（２件）であっ
たことから、適法かつ適正な
評価に基づく公平な賦課で
あったと認識しています。
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　市税における基幹税である
固定資産税は、地方税法に規
定された「固定資産評価基
準」基づき決定することにな
りますが、課税対象となる土
地や家屋等の評価及び賦課に
つきましては、職員の自主的
な判断が求められることが少
なくありません。そこで、プ
リセプターによる専門的知識
の承継及び現場での経験を重
ねること等により、職員のス
キルアップを図る中で、課税
対象物件及び対象者を正確に
把握するとともに、納税者に
対する説明責任を果たし、適
正な評価及び公平な課税を行
うことができました。
　今後とも、健全な財政運営
及び財源確保のため、継続し
て事業を進め、市の基幹税目
としての役割を果たしていき
ます。

現状維持

　固定資産税は、市税におけ
る基幹税としての役割を担っ
ており、その基礎となる固定
資産評価事務は、技術的に非
常に高い専門的知識と経験が
要求されます。
　そのために、研修会等への
積極的な参加、事務マニュア
ルの作成などにより、職員の
課税実務に関するスキルアッ
プ、評価技術の共有や継承を
図り、税に対する納税者の信
頼性確保に努めていきます。
　また、配布物やPR関係に
ついては分かりやすさに重点
を置いた内容の充実、固定資
産評価・課税の仕組みについ
てはより一層丁寧な説明に努
め、納税者から十分な理解を
得られるよう、あらゆる機会
をとらえて周知を図っていき
ます。
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指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成27年度
以降の事業
の方向性

所見
課等名

事業の評価 所管課長等による評価成果指標（平成26年度）

中事業名 事業の目的

収税課
徴税関係事
業

　市財政の根幹を担う「税収の確
保」と「税の公平性」を堅持するた
め、文書・電話等を活用した自主納
付への働きかけを行うと共に、滞納
者に対しては組織一丸となって厳正
な滞納処分を行っていきます。
　また、納税者の利便性向上、行政
サービスの充実を図るため、時代に
応じた納税方法の調査・研究を行
い、有効性の認められるものについ
ては実現に向け取り組んでいきま
す。

収納率

　行財政改革後期実施計画
平成２７年度目標　現年度収
納率９８．７％　過年度分収
納率２３・０％と掲げていま
す。

98.6% 99.0%

　厳正な納付指導と津
市納税催告センターに
よる自主的納付の呼び
かけなどを行い、現年
度分の滞納を減らすこ
とにより安定的な財源
を確保します。

　納付指導を中心として取り
組んできた徴収事務と津市納
税催告センターによる自主的
納付の呼びかけの成果と、特
別徴収の一斉指定により、現
年度分の収納率を向上させる
ことができました。滞納繰越
分の収納率についても目標数
値をクリアしており、全体の
収納率が向上しました。
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　現年度分については厳正な
納付指導、津市納税催告セン
ターによる自主的納付の呼び
かけ、特別徴収の一斉指定に
より、目標としていた収納率
を上回ることができました。
滞納繰越分についても厳正な
滞納処分を行いつつ、特別滞
納整理推進室との連携や三重
地方税管理回収機構への移管
により、目標としていた収納
率を達成することができまし
た。また、担当職員に段階的
な研修を受講させ、個々の徴
収スキルの向上を図ると共
に、研修成果をミーティング
等でフィードバックさせ、組
織全体の能力向上を図ること
ができました。

拡充・充実

　税収の確保と税の公平性を
堅持するため、現年度分及び
滞納繰越分の収納率について
目標値達成を目指します。現
年度分は、厳正な納付指導、
津市納税催告センターによる
自主的納付の呼びかけの継
続、滞納繰越分は、自力執行
権の行使である滞納処分によ
り、滞納額の縮小を図ると共
に、本年度より三重地方税管
理回収機構へ固定資産税等の
移管も行うことが可能となっ
たため、効果的な移管を行い
ます。また、納税者への利便
性の向上を図るために時代に
応じた納税方法の調査・研究
を継続していきます。

特別滞納
整理推進
室

徴税関係事
業

　特別滞納整理推進室は、税の手法
を活用して効率的かつ効果的な徴収
に取り組む組織として平成２３年４
月に設置され、現在、市税、国民健
康保険料（税）、介護保険料、保育
所入所負担金、後期高齢者医療保険
料,下水道受益者負担金・分担金の高
額・困難債権を各担当課から引き受
け滞納整理に励んでいます。
　滞納整理にあたっては、全ての債
権が各担当課で徴収できなかった困
難事案であることから、国税徴収法
や地方税法といった各種法律を駆使
し、厳正なる姿勢で各種調査、差押
処分などを行うことによって、平成
２３年度から平成２６年度までの４
年間で延べ３，９７２件、約２０億
６，６２９万円の滞納債権を回収し
ました。
　また、徴収業務以外にも各担当課
徴収職員の研修や指導も行ってお
り、担当課自体の徴収能力向上にも
併せて努めています。

徴収率

　国民健康保険料、介護保険
料、保育所入所負担金、後期
高齢者医療保険料、下水道受
益者負担金・分担金につい
て、室での引受期間（概ね１
年）内に引受債権全体で徴収
率２０％以上をめざします。
(公課のみ）

20% 37.5%

　介護保険料、後期高齢者医
療保険料については比較的堅
調に徴収が進みましたが、国
民健康保険料（税）、保育所
入所負担金、下水道受益者負
担金については、移管時に市
税の滞納者が多く、処分が公
租優先となりました。
　なお、移管債権全体では目
標値を大きく超えており、今
後も精力的に取り組んでいき
ます。
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　室の設置から５年目を迎え
ますが、平成２６年度も約４
億３，４４０万円の高額・困
難債権を徴収し、室設置以来
の総計で約２０億６，６２９
万円を超える徴収実績が出せ
ました。特に、平成２６年度
は室専属の職員６名のうち半
数にあたる３名が異動とな
り、新規採用職員の配置など
体制的に厳しい状況でした
が、徴収率は前年度以上によ
い実績となりました。

現状維持

　室の設置効果については、
各担当課の決算における大幅
な徴収率（滞納繰越金）アッ
プで確実に現われており、各
担当課職員の滞納整理も相乗
効果で年々レベルが向上して
います。
　既に高額の滞納案件も市税
を中心にこの４年間で大幅な
減少が見られるため、引き受
け基準を緩和しながら年間
800～900件程度の移管を
今年も引き受け、更なる滞納
縮減に努めるとともに、担当
課徴収職員に対する研修・指
導等も引き続き行っていきま
す。

財産管理
課

車両管理事
業

　職員が、車両を安全に運行できる
よう、車両管理の総括、車両の損害
保険、集中管理車両のより有効かつ
効率的な管理及び配車、車両の運行
に係る事故防止対策に関する事務を
行っています。

不具合の発生
台数

　車両の不具合は、日常的な
点検により防げることから、
指標とします。

0台 0台

　点検の実施等によ
り、不具合の発生を未
然に防ぐとともに車両
を良好な状態に保ちま
す。
　また、車両管理の集
中化を進め、誰もがい
つでも使用できる環境
を維持します。

　点検の実施等により、不具
合の発生を未然に防ぐととも
に車両を良好な状態に保つこ
とができました。
　また、公用車の集中管理化
を行い、車両の削減を行うこ
とができました。
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　稼働状況を見極め、老朽車
両31台を廃車するため一時
抹消を行うとともに、集中管
理車両の拡大を行い、また老
朽化したマイクロバス8台を
更新するなど、全庁的に適正
な公用車の配車を進めまし
た。
　また、安全運転講習会の開
催に加え、新規採用職員等を
対象とした実技研修、主幹級
職員を対象とした事故対応研
修等を実施し、公用車の安全
運転に対する意識の向上を図
り、交通事故防止に努めまし
た。

拡充・充実

　公用車の集中管理化を実施
し、効率的な公用車の運用に
努めた。また、公用車の適正
台数を把握し、余剰台数の削
減に努めました。
　平成２７年度においても、
公用車の適正台数の把握に努
め、より適切な運行を図りま
す。
　また、庶務を担当する主幹
級職員等に対し、交通事故対
応研修を実施し安全運転に対
する意識の向上、及び万一事
故が発生した際の対応能力を
図ります。
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財産管理
課

公有財産管
理事業

　市有財産(土地・建物等)を適正に
管理するため、財産の取得、管理及
び処分に係る総合調整のほか市有財
産の損害保険に関する事務等を行っ
ています。
　また、用途廃止施設の利活用等に
係るルール作りや公共施設の全貌を
把握し、公共施設等総合管理計画の
策定に向けた取組を行っています。

未利用地売却
に係る入札件
数

　歳入確保への取組みの指標
として、未利用地の入札件数
を成果指標とします。

2件 4件

　インターネット公有財産売
却システム等を活用した結果
２件の売却となりました。
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　昨年度に引き続き、イン
ターネット公有財産売却シス
テムを活用した入札を４回
行ったところ、２件の売却と
なりました。
　なお、平成２６年度は、建
物付きの物件を初めて入札を
行い、売却を行うことができ
ました。

拡充・充実

　市有財産（土地・建物・債
権・物品等）について、適切
な指導・助言を行っていくも
のとし、未利用地の処分等に
ついても引き続き行い、歳入
確保に努めていきます。
　また、用途廃止施設の利活
用等に係るルール作りや公共
施設等総合管理計画の策定に
取り組みます。

財産管理
課

庁舎整備事
業

　本庁舎を補完するため、本庁舎周
辺の施設整備事業として、旧県営住
宅跡地等への新施設の整備事業を推
進します。

本庁舎周辺の
施設整備の進
捗管理

　本庁舎の機能を補完するた
め、施設整備事業を進める必
要があるため、指標としま
す。

　スケジュールに沿っ
た進捗管理を行いま
す。

　本庁舎周辺の施設整備のう
ち、旧県営住宅跡地について
は、スケジュールに沿って事
業を進めることができまし
た。
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　旧県営住宅跡地について
は、本庁機能としての事務ス
ペース及び応急診療所機能の
ある４階建施設を建設してい
くため、基本設計を行いまし
た。また、久居総合支所庁舎
の「ポルタひさい」への移転
による整備などを行うことが
できました。

拡充・充実

　旧県営住宅跡地への新施設
建設に係る基本設計業務等を
着実に進めてきました。ま
た、関係所管と連携し、本庁
舎及び新施設への配置の検討
や、懸案となっている津北工
事事務所の望ましい配置場所
について、旧裁判所跡地への
調整を進めていきます。

財産管理
課

庁舎等維持
管理事業

　市民が、安全に安心して利用して
いただけるよう、ユニバーサルデザ
インやバリアフリー化を踏まえ、本
庁舎及び地域庁舎等における施設環
境の整備及び適正且つ効率的な維持
管理に努めます。

庁舎等の適正
な維持管理

　庁舎等の施設の環境を適正
に維持することで、市民が安
心して安全に利用いただける
ため、指標とします。

　ユニバーサルデザイ
ンやバリアフリー化を
踏まえ、本庁舎及び各
総合支所庁舎等におけ
る施設環境の整備及び
適正且つ効率的な維持
管理を行います。

　本庁舎及び各総合支所庁舎
等において、徹底した空調管
理による電気使用量の削減に
努めるとともに、施設環境の
整備及び適正且つ効率的な維
持管理を行うことができまし
た。
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　本庁舎及び各総合支所庁舎
において、空調設備の適正運
転を行うことなどにより、電
気使用量の削減に努めるとと
もに、適切な施設の維持管理
及び施設環境の整備を行うこ
とができました。

現状維持

　市民が安全かつ安心して庁
舎を利用し、市民に対し安定
した行政サービスを提供する
一方で、市の本庁舎としての
重要度を考慮すると、省エネ
ルギー化の推進、建物及び設
備の老朽化に伴う更新改修な
ど長寿命化を図りつつ、地震
等大規模災害対策等、多面的
な庁舎の管理を行っていきま
す。

検査課
検査事務事
業

　公共工事における厳正かつ的確な
検査の実施のため、工事検査要綱に
基づき、公共工事が契約図書等によ
り適正に施行され、品質等が確保さ
れているかを検査します。さらに、
工事成績評定を行うことにより、受
注者の指導育成を図り良質な社会資
本を確保します。
　設計積算システムの活用による工
事の設計積算の適正化に努めると共
に、設計積算システムを常時適正な
状態で活用できるよう体制整備を
図っていきます。

工事検査実施
率

　事業担当課よりの検査依頼
件数に対する適正な検査実施
件数の割合を表す工事検査実
施率を指標とします。

100% 100%

　適正に検査事務事業が実施
できました。
　年度末の工事検査は昨年度
より４２件減少したものの、
依然として年度末に検査が集
中する状況が続いています。
　工事の早期発注及び平準化
の促進の必要性について事業
担当課に周知するとともに、
検査体制の整備により対応を
図りました。
　また、本年度においても、
検査員の検査の一部を第３者
機関に委託したことにより、
負担の緩和が図れました。
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　検査員の工事成績採点基準
等に関する説明会の開催等に
より、技術の習得など検査体
制の強化充実を図り、適正に
工事検査を行うことができま
した。
　また、技術者の技術力向上
については、設計業務等に係
る立会の実施や各種研修会、
現場見学会の実施により効果
的な取組ができました。

現状維持

　平成２６年度においては適
正に検査事務事業が実施でき
たものの、依然として年度末
に検査が集中することとなっ
たが、検査体制の整備により
対応が図れた。今年度も引き
続き兼務検査員の検査の一部
を第三機関へ委託することに
より、少しでも兼務検査員に
よる応援態勢を緩和するとと
もに、完成時期の平準化につ
いて周知を図ります。
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